
 

 

告示第２１０号 

 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」とい 

う。）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定により、

令和９年度及び令和１０年度において、廿日市市が発注する測量、建設コ

ンサルタント（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律

第１８４号）第１９条第３号に規定する建設コンサルタントをいう。以下

同じ。）等業務の一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資

格（以下「入札参加資格」という。）及びその資格審査に係る申請手続等

について次のように定める。 

 

令和８年１０月２日 

 

廿日市市長　松　本　太　郎　 

 

１　入札参加資格 

別表第１左欄の希望業務の分野ごとに、同表右欄の希望業務の部門

について、次に掲げる事項を総合的に審査する。 

(1)　 年間平均実績高 

(2)　 自己資本額 

(3)　 有資格者数 

(4)　 営業年数 

２　入札参加資格の審査に係る申請手続 

(1)　申請を行うことができない者 

次の各号のいずれかに該当する者は、入札参加資格の審査に係る

申請を行うことができない。 

ア　施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者 

イ　「測量」分野を希望業務とする者で、測量法（昭和２４年法律

第１８８号）第５５条の規定による登録を受けていない者 



 

 

ウ　「建築関係建設コンサルタント」分野のうち「建築一般」部門

を希望業務とする者で、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）

第２３条の規定による登録を受けていない者 

エ　「その他」分野のうち「不動産鑑定」部門を希望業務とする者

で、不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２

号）第２２条の規定による登録を受けていない者 

オ　直近２年間において、申請しようとする業務分野について、業

務を行った実績がない者 

カ　廿日市市契約規則（昭和６３年規則第１５号）第２条の各号に

該当する者 

キ　入札参加資格の審査に係る申請を行うときに、廿日市市に納付

すべき市税の滞納がある者 

ク　入札参加資格の審査に係る申請を行うときに、消費税及び地方

消費税の滞納がある者 

ケ　入札参加資格の審査に係る申請において、重要な事項について

虚偽の申告をし、又は重要な事実について申告を行わなかった者。

ただし、過去に虚偽の申告を行い、廿日市市の入札参加資格の取

消しをされた者で、資格審査の申請日において当該取消しの日か

ら２４か月を経過している者を除く。 

コ　次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる届出の義務を履行していない者 

(ｱ)　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定によ

る届出の義務 

(ｲ)　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定によ

る届出の義務 

(ｳ)　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規

定による届出の義務 

サ　追加申請期間にあっては、申請しようとする業種について、令

和９年度及び令和１０年度において入札参加資格の取消しを受け

た者又は取下げを行った者 



 

 

(1)　申請手続 

入札参加資格の審査を受けようとする者は、原則、電子申請（廿

日市市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）

と申請を行う者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織（以下「電子申請システム」という。）を使用

して申請を行うことをいう。以下同じ。）を行うものとする。ただ

し、やむを得ない場合においては、廿日市市総務部契約課（広島県

廿日市市下平良一丁目１１番１号。以下「契約課」という。）の承

諾を得た上で、書面による申請もできるものとする。 

ア　　電子申請 

(ｱ)　申請方法 

電子申請システムで定める様式によって作成した電磁的記録を

廿日市市の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録さ

せることにより申請を行うものとする。 

なお、別表第２各項の添付書類は、広島県へ提出するものは広

島県土木建築局建設産業課（広島市中区基町１０番５２号。以下

「県建設産業課」という。）に持参、郵便又は民間事業者による

信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６

項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特

定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「信書

便」という。）により提出するものとし、廿日市市へ提出するも

のは、入札参加資格審査申請システムにより契約課に提出するも

のとする。 

(ｲ)　申請期間 

令和８年１１月２日（月）から令和８年１１月２０日（金）ま

でに電磁的記録を廿日市市の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録させ、かつ、令和８年１１月２７日（金）までに

別に提出すべき添付書類を持参、郵便、信書便又は入札参加資格

審査申請システムにより県建設産業課及び契約課に到達させなけ



 

 

ればならない。 

なお、期限までに記録又は到達しない場合は、申請全体を無効

とする。 

(ｳ)　追加申請期間及び追加受付時間 

別に告示する。 

イ　書面による申請 

(ｱ)　申請方法 

別表２に掲げる書類等を契約課に郵送又は持参して申請を行う

ものとする。 

(ｲ)　申請期間及び受付時間 

申請期間は、令和８年１１月６日（金）から令和８年１１月３

０日（月）まで（廿日市市の休日を定める条例（平成元年条例第

２７号）第１条に規定する市の休日を除く。）とする。 

持参による提出の受付時間は、午前９時から午前１１時及び午

後１時から午後３時までとする。 

なお、提出すべき書類が期限までに契約課へ到達しない場合は、

申請全体を無効とする。 

(ｳ)　追加申請期間及び追加受付時間 

別に告示する。ただし、一般競争入札等に係る追加の入札参加

資格の申請については、市長が必要と認めるときは随時行うこと

ができるものとする。 

３　入札参加資格認定の通知 

入札参加資格の認定をしたときは、令和９年４月１日に市ホームペ

ージ及び契約課窓口において公表する。ただし、通知を希望する者で、

通知書送付用の封筒を契約課へ提出した者に限り、書面により通知す

る。 

４　入札参加資格の取消し 

入札参加資格の認定後、入札参加資格の審査に係る申請において、

重要な事項について虚偽の申告をし、又は重要な事実の申告を行わな



 

 

かったことが判明した場合等は、入札参加資格の取消しを行う。 

入札参加資格の取消しを受けた者は、令和９年度及び令和１０年度

において再び入札参加資格審査の申請をすることができない。また、

令和１１年度以降についても、その取消しの日から２４か月を経過す

る日までは、入札参加資格審査の申請をすること及び入札参加資格の

認定を受けることができない。 

５　入札参加資格の有効期間 

この告示で定めるところにより認定する入札参加資格は、その認定

の日から令和１１年３月３１日まで有効とする。ただし、令和１１年

４月１日以降においても令和１１年度の入札参加資格の認定が行われ

ていないときは、廿日市市測量・建設コンサルタント等業務発注事務

処理要綱（平成１２年告示第３２号）第４条第１項の規定により受付

を行う令和９年度の入札参加資格が認定される日まで有効とする。 

６　その他の事項 

この告示で定めのない事項については、必要に応じて市長が定める。 



 

 

別表第１ 

 業務分野 業務部門

 測量 測量一般

 地図の調製

 航空測量

 建築関係建設コンサルタント 建築一般

 意匠

 構造

 暖冷房

 衛生

 電気

 建築積算

 機械設備積算

 電気設備積算

 調査

 地質調査 地質調査

 補償関係コンサルタント 土地調査

 土地評価

 物件

 機械工作物

 営業・特殊補償

 事業損失

 補償関連

 総合補償

 土木関係建設コンサルタント 河川、砂防及び海岸・海洋

 港湾及び空港

 電力土木

 道路



 

 

 

 鉄道

 上水道及び工業用水道

 下水道

 農業土木

 森林土木

 水産土木

 廃棄物

 造園

 都市計画及び地方計画

 地質

 土質及び基礎

 鋼構造及びコンクリート

 トンネル

 施工計画、施工設備及び積算

 建設環境

 機械

 電気電子

 その他 不動産鑑定

 登記手続等

 その他



 

 

別表第２ 

 項 提出書類 様式

番号

書

面

に

よ

る

申

請

電子 

申請

備考

 廿

日

市

市

に

提

出

す

る

も

の

広

島

県

に

提

出

す

る

も

の

 １ 競争入札参加

資格審査申請

提出書類一覧

（受付票）

様 式

第 １

号

○ 商号又は名称を記入し、

事 前 に 提 出 書 類 を 確 認

し、太枠内に○印を記入

すること。

 ２ 送信完了兼受

付票

○ ○

 ３ 一般競争（指

名競争）入札

参加資格審査

申 請 書 （ 測

量・建設コン

サルタント等

業務）

様 式

第 ２

号 の

１ ～

４

○

 ４ 営業所一覧表 様 式

第 ３

号

△ 廿日市市を管轄する営業所

等 に つ い て 記 入 す る こ

と。 

第６項の委任状の提出がな

い 場 合 は 提 出 を 要 し な

い。



 

 

 ５ 誓約書 様 式

第 ４

号 の

１

○ 原本提出。写し不可。 

実印を押印すること。

 ６ 委任状 様 式

第 ４

号 の

２

△ △ 原本提出。写し不可。 

本店の代表者から、廿日

市市を管轄する営業所等

の長に入札、見積り、契

約締結等の権限を継続し

て委任する場合に提出す

ること。 

委任先は１か所とする。 

委任状に記載された委任

事項の一部のみを選択し

て委任することはできな

い。

 ７ 使用印鑑届 様 式

第 ５

号

△ △ 原本提出。写し不可。 

第６項の委任状の提出が

ある場合は必ず提出する

こと。 

実印と使用印を押印し、

入 札 、 見 積 り 、 契 約 締

結、代金請求等に際し使

用 す る 旨 を 記 載 し た も

の。なお、これらの場合

に実印を使用する者は提

出を要しない。 

使用印鑑は、代表者（支



 

 

 店、営業所等の長に権限

を 委 任 す る 場 合 は 、 支

店、営業所等の長）の印

とすること。

 ８ 印鑑証明書 ○ ○ 資格審査申請書を提出す

る日から３か月前までの

日 以 降 に 発 行 さ れ た も

の 。 原 本 提 出 。 写 し 不

可。 

法人…本店所在地の管轄

法務局で発行された代表

者（申請者）の印鑑証明

書 

個人…本人住所地の市区

町村で発行された申請者

本人の印鑑証明書

 ９ 登録証明書 △ △ 入札参加資格の審査に係

る申請を行う日から３か

月前までの日以降に発行

されたもの。写しでも可

とする。 

「測量業者登録証明書」

「建築士事務所登録証明

書」「土地家屋調査士登

録証明書」「計量証明事

業者登録証明書」「不動

産鑑定業者登録証明書」

「司法書士登録証明書」



 

 

 １０ 現況報告書の

副本の写し

△ 

注

１

△ 

注 

１

「建設コンサルタント現況

報告書」「地質調査業者

現況報告書」「補償コン

サルタント現況報告書」

 １１ 有資格技術職

員名簿

様 式

第 ６

号

○ ○ 有資格区分コード一覧に

掲げる有資格区分コード

等を、営業所ごとの有資

格者について記入するこ

と。

 １２ 希望業務実績

調書

様 式

第 ７

号

○ 

注

１

○ 

注

１

希望業務分野（測量、建

築関係建設コンサルタン

ト、地質調査、補償関係

コンサルタント、土木関

係建設コンサルタント、

その他）ごとに直前１年

間の主な契約内容を記入

すること。

 １３ 廿日市市発行

の滞納がない

証明書

△ △ 資格審査申請書を提出す

る日から３か月前までの

日 以 降 に 発 行 さ れ た も

の 。 原 本 提 出 。 写 し 不

可。 

市税（延滞金を含む。） 

について、滞納がないこ

とを証明したもの 

廿日市市に納税義務があ

る場合のみ提出

 １４ 消費税及び地 ○ ○ 資格審査申請書を提出す



 

 

 方消費税の納

税証明書

る日から３か月前までの

日 以 降 に 発 行 さ れ た も

の。写しでも可とする。 

未納の税額がないことを

証明したもの 

課税されていない場合も

提出すること。 

法人…本店所在地の管轄

税務署が発行した国税通

則法施行規則（昭和３７

年大蔵省令第２８号。以

下 「 国 税 通 則 法 施 行 規

則」という。）別紙第９

号その３、又はその３の

３による納税証明書 

個人…本人所在地の管轄

税務署が発行した国税通

則法施行規則別紙第９号

その３、又はその３の２

による納税証明書

 １５ 財務諸表類の

写し

○ 

注

１

○

注

１

法人…直前１年の事業年

度についての「貸借対照

表」、「損益計算書」、

「 株 主 資 本 等 変 動 計 算

書」及び「注記表」の写

し 

個人…直前１年の事業年

度についての「貸借対照



 

 

 表」及び「損益計算書」

の写し 

入札参加資格に係る審査

を申請する日までに直前

１年の事業年度の財務諸

表の調製が完了しない場

合は、直前１年の事業年

度の前年度の財務諸表と

する。

 １６ 登記事項証明

書（法人）又

は身分証明書

（個人）

○

注

１

○

注

１

法

人

の

み 

○ 

注

１

資格審査申請書を提出す

る日から３か月前までの

日 以 降 に 発 行 さ れ た も

の。写しでも可とする。 

法人…本店所在地の法務

局が発行した登記事項証

明書（全部事項証明書の

「履歴事項証明書」） 

個人…本籍地のある市区

町村役場が発行した身分

証明書

 １７ 資格認定通知

用の封筒

△ △ 資格認定通知書の書面送

付を希望する者は提出す

ること。 

長形３号の封筒に切手を

貼付し、郵便番号及び送

付先を記載して、宛先に

「様」又は「御中」を明

記したもの



 

 

備考 

１　提出書類については、入札参加資格に係る審査を申請する日を基

準日として作成すること。 

２　○印は提出を必要とするものを示し、△印は該当する場合に提出

が必要なものを示す。 

注１　建設コンサルタント登録業者が土木関係建設コンサルタント業務を、

地質調査業者登録業者が地質調査業務を、補償コンサルタント登録

業者が補償関係コンサルタント業務をそれぞれ希望する場合は、各

登録規程による現況報告書の副本の写しの提出があれば、第１２項

の希望業務実績調書、第１５項の財務諸表類の写し及び第１６項の

登記事項証明書（法人）又は身分証明書（個人）に定める書類につ

いては提出を省略することができる。ただし、提出する現況報告書

の副本の写しは、国土交通大臣に提出し、その確認印を受けたもの

であることとし、また、希望業務が各登録規程に定める登録部門の

範囲内である場合に限る。

 １８ Ａ４サイズフ

ラットファイ

ル

○ ２穴とじ、色指定なし 

書類は、第１項から第１

６項までの該当するもの

をファイルにつづり、提

出すること。 

背表紙に商号又は名称を

記入すること。



（別記） （測量・建設コンサルタント等業務）

様式第１号

番号
提出書類
（○印）

不足書類

1

3

4

5

6

7

8

9 現況報告書の写し

10

11

12

13

14

15

16

17

注１　太枠内のみ記入し、不足書類欄は記入しないでください。

競争入札参加資格審査申請提出書類一覧（受付票）

商号又は名称

提　出　書　類

競争入札参加資格審査申請提出書類一覧（受付票）（様式第１号）

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等業務）（様式第２号の１）

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等業務）（様式第２号の２）

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等業務）（様式第２号の３）

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等業務）（様式第２号の４）

営業所一覧表（様式第３号）　※委任状の提出がない場合は提出不要

誓約書（様式第４号の１）　※写し不可

委任状（様式第４号の２）　※写し不可

使用印鑑届（様式第５号）　※写し不可（委任状の提出がある場合は必ず提出）
　　　　　　　　　　　　　※実印と使用印鑑が同じ場合は提出不要

印鑑証明書　※写し不可（３か月以内に発行されたもの）

登録証明書（３か月以内に発行されたもの）

有資格技術職員名簿（様式第６号）

希望業務実績調書（様式第７号）

廿日市市発行の滞納がない証明書　※写し不可（３か月以内に発行されたもの）
　※廿日市市に納税義務がある場合のみ提出

消費税及び地方消費税の納税証明書（３か月以内に発行されたもの・写し可）
　※課税されていない場合も提出

財務諸表類の写し
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表）

法人：登記事項証明書（履歴事項証明書）（３か月以内に発行されたもの・写し可）
個人：身分証明書　　　　　　　　　　　（　　　　　　同　　　上　　　　　　）

資格認定通知用の封筒（長形３号）
（110円切手貼付、郵便番号・宛先を記載して、「様」又は「御中」を明記）

Ａ４サイズフラットファイル（２穴とじ、色指定なし）
（背表紙に商号又は名称を明記したものに提出書類（第16項は除く。）をつづる。)

注２　必須書類の不備・不足については、申請期間（追加申請にあっては、それぞれの追加申請期間とする。）の期限から起算し
    て７日を経過した日までに訂正・提出がない場合当該受付は効力を失うものとします。
　　 その他の書類の不足については該当がなかったものとして処理します。

＊受付印

2



様式第２号の１

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等業務）

（ 元 号 ） 年 月 日 申 請

廿　　 日　　 市　　 市　　 長 様

実印

　令和７年度及び令和８年度において、廿日市市で行われる測量・建設コンサルタント等業務に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。
　なお、「地方自治法施行令第167条の4第1項の規定に該当するものではないこと。」及び「この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないこと。」を誓約します。

０１ 新規・更新の区分 （1.新規　2.更新） ０２ 法人・個人の区分 （1.法人　2.個人） ０３ 法人番号 （半角）

０４ 商号又は名称（フリガナ） （全角カナ）

０５ 商号又は名称（漢字等） （全角）

０６ 代表者役職（漢字等） （全角） ０７ 代表者氏名（漢字等） （全角）

０８ 郵便番号 （半角）

０９ 所在地 （全角）

(ビル名等) （全角）

１０ 電話番号 （半角） １１ ＦＡＸ番号 （半角）

１２ Ｅメールアドレス @ （半角） １３ Ｅメールアドレス区分 （1.法人用　2.担当者用）

１４　委任関係の有無 （1.あり　2.なし） １５　広島県内営業所の有無 （1.あり　2.なし）

１６　廿日市市への納税義務の有無 （1.あり　2.なし）

申請事務担当者 部署名 担当者氏名 電話番号 FAX番号

※ 受 付 印　

所在地（住所）

申請者 商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名



様式第２号の２

１７　希望業務の内容

測
量
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地
図
の
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航
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量
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築
一
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意
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造
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気
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査
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地
調
査
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地
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物
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業
・
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下
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造
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地
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鋼
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造
及
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コ
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ト
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１７－１　その他業務の具体的内容（希望業務） ※

1

2

3 ※

4

5

※ 希望業務「その他」を希望した場合のみ、その内容を

5項目以内で簡単に記入してください。

１９　登録等を受けている事業一覧 ※ 今回希望する分野・部門に関する事業以外のものは記入しないでください。

※ 複数の登録がある場合には、最新のものの登録年月日を記入してください。

登録事業者 登録番号 元号 登録年月日 登録事業者 登録番号 元号 登録年月日 登録事業者 登録番号 元号 登録年月日

測量業者 第 号 年 月 日 建築士事務所 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 第 号 年 月 日 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

土地家屋調査士 第 号 年 月 日 司法書士 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

２１　建設コンサルタント登録業者の登録部門内容
※

土
地
調
査

土
地
評
価

物
件
機
械
工
作
物

営
業
・
特
殊
補
償

事
業
損
失

補
償
関
連

総
合
補
償

河
川
、
砂
防

及
び
海
岸
・
海
洋

港
湾
及
び
空
港

電
力
土
木
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路
鉄
道
上
水
道
及
び
工
業

用
水
道

下
水
道

農
業
土
木

森
林
土
木

水
産
土
木

廃
棄
物

造
園
都
市
計
画
及
び

地
方
計
画

地
質
土
質
及
び
基
礎

鋼
構
造
及
び

コ
ン
ク
リ
ー
ト

ト
ン
ネ
ル

施
工
計
画
、
施
工

設
備
及
び
積
算

建
設
環
境

機
械
電
気
電
子

　

商号又は名称

分野 測量 建築関係建設コンサルタント 地質調査 補償関係コンサルタント 土木関係建設コンサルタント

地
質
調
査

土木関係 その他 １８ 法令等の登録等の有無

地質調査業者

不動産鑑定業者

計量証明事業者

２０　補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録業
者の登録部門内容

希望業務

部　
　

門

「17　希望業務の内容」は、希望する部門の下欄に
「1」を記入してください。

施
工
計
画
、
施
工

設
備
及
び
積
算

建
設
環
境

機
械
電
気
電
子

不
動
産
鑑
定

登
記
手
続
等

そ
の
他

測
量
業
者

建
築
士
事
務
所

地
質
調
査
業
者

補
償
ｺ
ﾝ
ｻ
ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄ

建
設
ｺ
ﾝ
ｻ
ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄ

不
動
産
鑑
定
業
者

土
地
家
屋
調
査
士

司
法
書
士

計
量
証
明
事
業
者

「18　法令等の登録等の有無」、「20　補償関係コンサル
タント登録業者の登録部門内容」及び「21　建設コンサル
タント登録業者の登録部門内容」については、登録等があ
る区分の下欄に「1」を記入してください。

登録年月日は和暦とし、元号を
「明治→1，大正→2，昭和→3，平成→4，令和→5」
で記入してください。

（例）昭和40年5月10日の場合、
「340年05月10日」と記入してください。



様式第２の３号

①競争参加資格希望業務区分

年 月から 年 月から 年 月から 年 月から
年 月まで 年 月まで 年 月まで 年 月まで

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

測量

建築関係建設コンサルタント業務

地質調査業務

補償関係コンサルタント業務

土木関係建設コンサルタント業務

その他（上記５業務以外）

合　　　　　　　　　　計

※１ ②から④までの金額はいずれも消費税及び地方消費税を含まない額を記入してください。②・③は千円未満を切り捨ててください。④は②・③をもとに四捨五入して記入してください。

※２ 「２２　希望業務等実績高」には、測量・建設コンサルタント業務以外の業務（建設業を兼業している場合は、その完成工事高等）の実績高は記入しないでください。

区　　　分 直前決算時 1 外国籍会社 [国名： ]

① （うち外国資本） 2 日本国籍会社 [国名： ] （比率： ％）

株主資本 3 日本国籍会社 [国名： ] （比率： ％）

② 評価・換算差額等 [国名： ] （比率： ％）

③ 新株予約権 ※

④ 計（Ｐ）

※①～④は千円未満を切り捨ててください。
元号

２４損益計算書 ① 年 月 日

年 月 日 から

年 月 日 まで

③ 年 月 日

④ 年

※「２４　損益計算書」、「２５　貸借対照表」に記載する金額は千円未満を切り捨ててください。 ※申請日時点の営業年数（1年未満は切り捨て）を記入してください。

(％）

(％）

(％）

※１ ①～③は小数点第２位を四捨五入して記入してください。

※２ ①～③の比率が９９９９．９以上の場合は９９９９．９と、－９９９．９以下

の場合は－９９９．９と記入してください。

商号又は名称

２２ ② 直 前 ２ 年 度 分 決 算 ③ 直 前 １ 年 度 分 決 算④直前２か年間の年間平均実績高

２３ ２７

（千円） 100

税引前当期利益（千円）(Ｓ) ２８ 創業

①　流動資産　（千円）(Ｍ)

②　流動負債　（千円）(Ｎ)

③　固定資産　（千円）(Ｑ) 現組織への変更

④　総資本額　（千円）(Ｒ) 営業年数

①　総資本純利益率　(Ｓ/Ｒ×１００)

②　流動比率　　　　(Ｍ/Ｎ×１００)

③　自己資本固定比率(Ｐ/Ｑ×１００)

自
己
資
本
額

外
資
状
況

1若しくは2に該当するとき又は3で比率の合計が50パーセント
以上のときは、「1」を設定してください。

２５貸借対照表

営
業
年
数
等

② 休業又は転（廃）業の期間

２６経営比率

※年月日は和暦とし、元号を「明治→1，大正→2，昭和→3，平成→4，令和→5」で記
入してください。

希
望
業
務
実
績
高



様式第２の４号

※⑤の役職員等は、内数で記入してください。

注 １　技術士の機械部門（※）は、選択科目「機械設計」、「流体工学」又は「交通・物流機械及び建設機械」を指します。

２　技術士の総合技術監理部門については、上記各部門の選択科目の有資格者数に加えて記入してください。

建設工事について、廿日市市の入札参加資格申請を行う場合に限り記入し

てください。

一般財団法人日本建設情報総合センターの運営する「測量調査設計業務実績情報サービス(TECRIS)」

の企業ＩＤを記入してください。登録がない場合は記入しないでください。

商号又は名称

①技術職員 ②事務職員 ③その他職員 ④計(①+②+③) ⑤役職員等

８４１ ８４２ １３７ ２３８ ０６２ １１３ １０１ ２０２ ２２２ ２４１ ３４２ ２４３
構造設計 設備設計 一級建築士 二級建築士 建築設備士 一級土木施 測量士 測量士補 環境計量士 不動産鑑定士 不動産鑑定士補 土地家屋調査士

一級建築士 一級建築士 工管理技士

２４４ ３０１

司法書士 建築積算士

（建築積算資格者）

１６１ １６２ １６３ １６４ １６５ １６６ １６７ １６８ １６９ １７０ １７１ １７２
機械部門 機械部門 電気電子部門 建設部門 建設部門(鋼構 建設部門 建設部門(河川、砂 建設部門 建設部門 建設部門 建設部門 建設部門

（※） (その他) (土質及び基礎) 造及びｺﾝｸﾘｰﾄ) (都市及び地方計画) 防及び海岸･海洋) (港湾及び空港) (電力土木) (道路) (鉄道) (トンネル)

１７３ １７４ １７５ １７６ １７７ １７８ １７９ １８０ １８１ １８２ １８３ １８４
建設部門(施工計画 建設部門 農業部門 森林部門 水産部門 情報工学部門 応用理学部門 応用理学部門 上下水道部門(上水 上下水道部門 上下水道部門 その他の部門
施工設備及び積算) (建設環境) (農業土木) (森林土木) (水産土木) (地　質) (その他) 道及び工業用水道) (下水道) (水道環境)

７０１ ７０２ ７０３ ７０４ ７０５ ７０６ ７０７ ７０８ ７０８ ７１０ ７１１ ７１２
河川、砂防及 港湾及び空港 電力土木 道　路 鉄　道 造　園 都市計画及 地　質 土質及び基礎 鋼構造及び トンネル 施工計画、施工

び海岸・海洋 び地方計画 コンクリート 設備及び積算

７１３ ７１４ ７１５ ７１６ ７１７ ７１８ ７１９ ７２０ ７２１ ７２２
建設環境 上水道及び 下水道 農業土木 森林土木 機　械 電気電子 水産土木 廃棄物 建設情報

工業用水道

２４５ ３４６ ２４７ ２５８ ２２３ ２２４ ２４８ ２５１ ３０２ ００１ ００２ ００３
公認会計士 会計士補 税理士 第一種電気 第一種伝送交 線路主任技術者 中小企業診断士 地質調査技士 土地区画整理士 建設コンサルタン 用地調査等業 公共用地取得

主任技術者 換主任技術者 ト業務実務経験者 務実務経験者 実務経験者

縦　　　　　　　　　　　　　　　　　計 ①～⑦の計

３１ 建設業の許可番号 <大臣・知事コード> <許可番号> ※

３２ ＴＥＣＲＩＳ業者登録番号 ※

２９ 常勤職員の数
（人）

３０ ①横計

②横計

③横計

④横計

⑤横計

⑥横計

⑦横計

有　

資　

格　

者　

数
技
術
士

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ



様式第３号

※本店（本社）の代表者から、営業所等の長に対し入札、見積り、契約締結等の権限を継続して委任する場合のみ提出（１か所のみ）

０１ 営業所名称（フリガナ） （全角カナ）

０２ 営業所名称（漢字等） （全角）

０３ 郵便番号 （半角）

０４ 営業所所在地 （全角）

（全角）

０５ 受任者役職 （全角）

０６ 受任者氏名（漢字等） （全角）

０７ 電話番号 （半角） ０８ ＦＡＸ番号 （半角）

０９ Ｅメールアドレス @ （半角） １０ Ｅメールアドレス区分 （1.法人用　2.担当者用）

商号又は名称

営 業 所 一 覧 表

(ビル名等)



様式第４号の１

私は次の事項について誓約します。

実印

誓　約　書

１　暴力団等を排除する措置について

　　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。また、廿日市市が必要と

　する場合には、広島県警察本部に照会することを承諾します。

 (1)　役員等（個人の場合はその者を、法人の場合には役員又はその支店若しくは営業所（常

　　時工事の請負契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、集

　　団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」という。）

　　の関係者（以下「暴力団関係者」という。）である者

 (2)　役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与し

　　ていると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべ

　　き関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用している者

 (3)　役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与

　　していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

　　るなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

 (4)　前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有

　　している者

 (5)　経営に暴力団関係者の実質的な関与がある者

２　社会保険等の加入について

 (1)　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務を履行します。

 (2)　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務を履行します。

 (3)　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務を履行します。

・上記１に違反した場合、既存の契約は解除となり、入札参加資格の認定は取り消されます。
・過失により上記２に違反した場合、ただちに是正してください。過失以外の場合又は是正し
　ない場合、既存の契約は解除となり、入札参加資格の認定は取り消されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元号）　　　年　　　月　　　日

廿日市市長　様

所在地（住所）

商号又は名称

代表者職氏名



様式第４号の２

様

委任者

受任者

（委任事項）

1 入札及び見積りの件

2 契約の締結の件

3 代金の請求及び受領の件

4 その他実施に関する一切の件

委　　任　　状

廿 日 市 市 長

実印

所   在   地

商号又は名称

代表者職氏名

　私は、次の者を代理人と定め、入札参加資格の認定の日から令和１１年３月３１日まで

貴市を相手方とする一切の契約について次の権限を委任します。

受任者使用印

所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名



様式第５号

様

実印

所   在   地

　私は、次の事項について使用する印鑑を届け出ます。

記

使用印鑑 1 入札及び見積りの件

2 契約の締結の件

3 代金の請求及び受領の件

4 その他実施に関する一切の件

※　使用印鑑は、委任がある場合、受任者使用印と同じ。

使　用　印　鑑　届

廿 日 市 市 長

商号又は名称

代表者職氏名



様式第６号

／ 頁

有　資　格　技　術　職　員　名　簿
記入要領

1　「氏名」は、営業所（本店又は営業所）ごとにまとめて記入してください。

2　「氏名」は、姓と名の間を１文字開けてください。「フリガナ」は１文字開けることなく詰めて記入してください。

3　「生年月日」欄の「元号」欄には、「明治→１、大正→２、昭和→３、平成→４」を記入してください。

4　「有資格区分コード」の欄には、別紙「有資格区分コード一覧」の分類に従い記入してください。

　様式第２の４号の「３０　有資格者数」と有資格者数とを必ず一致させ、該当する資格を有しない技術職員については記入しないでください。

5　資格が５つ以上あって、記入が２段になる場合は、氏名及び生年月日は最上段のみ記入し、２段目からのアルファベットを消し、下段に「＋」を記入

　してください。

年 月

・下段の空白スペースにページごとの各資格の合計を記入してください。また、最終ページには各資格の総合計を記載してください。

(例)　 1 3 7 ： 1 2 3 8 ： 2

フ　リ　ガ　ナ 生　年　月　日

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

営業所等 記号 有　資　格　区　分　コ　ー　ド
実務経験
年月数

氏　　　名 元号 年 月 日



様式第７号

希　望　業　務　実　績　調　書

（希望業務分野名）

記入要領

　1　本表は、希望業務分野の内容（測量、建築関係建設コンサルタント、地質調査、補償関係コンサルタント、土木関係建設コンサルタント、

　　その他）ごとに、別葉にして作成してください。

　2　本表は、「希望業務分野名」に記載の業務分野における直前１年間の主な契約について10件以内で記載してください。

　　(他分野における委託契約、工事請負契約は記入しないでください。)

　3　「直前１年間の主な契約」とは、直前の営業年度内において契約されたものをいいます（契約期間が次の営業年度に及ぶものを含む。）。

　4　「業務の対象の規模等」の欄には、例えば測量の面積、精度等、設計の階数、構造、延べ面積等を概略で記入してください。

　5　「委託契約金額」の欄には、消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。

　6　着手年月及び完成年月の「元号」欄には、平成→「４」、令和→「５」を記入してください。

元号 年 月

着 手 年 月
完成（予定）年月注  文  者 元請・下請 件                名 業務の対象の規模等 業務履行箇所のある都道府県名 委託契約金額（千円）


